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１．はじめに 

 近年、トンネルの経年劣化による補修・補強対策について

課題となっているが、年代の新しい堆積岩等において長期的

な地圧が作用する場合や、膨張性を呈する地質条件において、

盤ぶくれ現象にともなう路盤の隆起等による建築限界への

影響や走行の安全に支障を及ぼすことなどが問題となる．本

報告では、掘削時の補助工法として用いられている「高付着

型鋼管」を供用トンネルの盤ぶくれ対策として提案し、数値

解析手法を用いて適用性に関する解析的検討を行った結果

を報告する．また、インバートの設置や補強の際のインバー

ト部の開削時における影響とその対策工についても解析に

より評価を行った．図-1 に盤ぶくれ対策工の、図-2 にイン

バート開削時における影響に関するイメージ図を示す． 

２．「高付着型鋼管」の概要 1） 

 「高付着型鋼管」は、鏡部の押し出し対策工として開発さ

れた小口径の補強工であり、付着耐力の向上を目的として表

面に縞状の突起加工された特殊鋼管である．「高付着型鋼管」

の外観を図-3に、諸元を表-1に示す． 

３．解析モデル 2） 

 供用中のトンネルの解析的評価を行う際は、時間依存性を

考慮した地山の経年劣化をモデル化する必要がある．地山の

経年劣化の手法については、野城らにより提案されている地

山のせん断強度を低下させて周辺地山の変形を表現する「地

山劣化モデル」2）を用いた．この手法は、内空変位や路盤鉛

直変位等の実測値より強度劣化の速度係数αを求めて行う

ものであるが、本報告では、速度係数は、凝灰岩を対象とし

た参考値 2）を用いた．解析モデル図を図-4 に示す．また地

山の入力物性値を表-2 に示す。強度を劣化させる範囲は、

トンネルモデルの中間部 20ｍ間とし、断面方向の範囲は天

端より下の領域として粘着力を低減させる．なお、粘着力の

劣化については、10 年後には 63kPa、20 年後には 20kPa と

なる．使用する解析コードは FLAC3D（有限差分法）とした． 

４．経年による盤膨れ対策工の検討  

 本検討は、トンネル供用後 10 年目に対策工を施工したも

のとし、20 年後のトンネル変状について解析的に評価を行 
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図-1 盤ぶくれ対策工のイメージ図 

図-2 インバート部開削時の影響 

 従来鋼管 高付着型鋼管 

管径(mm) 76.3 76.3 

厚さ(mm) 4.2 4.5 

付着強度(kN/m) 50 400 

 

図-3 高付着型鋼管 

 インバート部開削時の補強（イメ

ージ） 

表-1 高付着型鋼管の諸元 

 インバート部開削時の補強（イ

メージ） 

単位体積重量 

(kN/m3) 
20 

変形係数(MPa) 100 

ポアソン比 0.35 

粘着力(kPa) 200 

内部摩擦角(°) 30 

強度低下速度係

数(1/年) 
0.115 

 

表-2 地山物性値 

 インバート部開削時

の補強（イメージ） 

図-4 解析モデル 

 インバート部開削時

の補強（イメージ） 

トンネル径：6.2ｍ 

土被り：55ｍ 

除荷 

インバート部の除荷時に応力

解放に伴うゆるみの発生が懸

念される。 
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う．比較ケースとして対策工なし、従来鋼管による

対策工のケースについても評価する．対策工の鋼管

長さは 6ｍ、打設間隔は 1.5ｍとした．図-5に各ケ

ースにおける路盤隆起の最大値を示す．また、図-6

に各ケースにおける変位量分布図を示す．対策工な

しの場合、路盤隆起量が経年とともに著しく増加す

る傾向がみられるが、対策工を施すことにより路盤

隆起量を抑制することができる．また、とくに「高

付着型鋼管」による対策工は、従来鋼管に比較し、

路盤変状の増加をより効果的に抑制できることが

解析的に示された．路盤変位の最大値は、脚部付近

に集中しているが、これは側壁側から底盤部に回り

込むような変形モードとなり、ひずみが脚部付近に

集中しているためと考えられる．図-7 に対策工で

ある鋼管の軸力分布図を示す．「高付着型鋼管」に

よる対策工は、付着切れの発生がみられず、従来鋼

管に比較し、２倍程度の軸力が発生することが示さ

れた． 

５．インバート部開削時の影響  

 図-8に、供用後 10 年経過時において、インバー

トの設置や改築を想定して、インバート部を開削し

た際の変位量分布図を示す．インバート部の開削に

より、荷重が除荷され、トンネル下部地山の隆起現

象が発生している．対策工なしの場合には、86ｍｍ

の最大変位量が確認されるが、「高付着型鋼管」に

より半分程度（48ｍｍ）まで変位を抑制する効果が

示された． 

６．おわりに 

 本報告では、特定の地山条件内ではあるが、提案

する「高付着型鋼管」による対策工は、盤ぶくれ対

策として有用であることが示された．特にインバー

トが無く比較的路盤変状が大きい条件ではより効

果的である．今後は、ロックボルト、マイクロパイ

ル等の従来工法との比較や、効率的な施工方法につ

いて検討していく予定である． 
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図-5 路盤隆起最大値の経時変化 
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図-6 変位量分布図（供用開始後 20 年） 

（対策工なし） （従来鋼管） （高付着型鋼管） 
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図-8 変位量分布図（インバート部開削時） 

（対策工なし） （従来鋼管） （高付着型鋼管） 

最大値 86mm 最大値 66mm 最大値 48mm 

図-7 対策工の軸力分布図 

（高付着型鋼管） （従来鋼管） 

最大軸力=97kN 最大軸力=185kN 

○：付着切れ 付着切れなし 
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